
事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0102020207010104 事務事業名 軽自動車税賦課事務
担当部 総務部

担当課 税務課

政策名 07 新たな行政経営によるまちづくり 担当課長 西田　正志

施策名 01 健全な財政運営の推進 グループ 市民税グループ

基本事業名 01 歳入の確保 内線番号 1372

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ■ Ｓ 33 年度～）

項 02 徴税費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 賦課徴収費 根拠法令・条例等 地方税法、霧島市税条例

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

申告受付および課税資料の入力 件 24,792 25,000 25,131 25,000 25,000

課税件数 件 66,523 66,500 65,312 66,500 66,000

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

所有者 名 46,669 47,000 46,626 47,000 47,000

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

件 113.0 0.0 108.0 0.0 0.0

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

債務を確実に履行してもらう 収納率（市税） ％ 96 93 96

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 7,556 7,119 6,967 6,920 6,920

千円 7,556 7,119 6,967 6,920 6,920

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 7,556 7,119 6,967 6,920 6,920

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成30年度 （平成29年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

【軽自動車税賦課事務】
・軽自動車の納税義務者を特定し、適正かつ公平に課税する。
①軽自動車協会から届く申告書を課税システムへ入力。
②原付バイク、農耕車、小型特殊、ミニカーの登録、廃車の受付を行ない、内容を課税システムへ入力。
③課税システムにより、4月1日現在の所有者を特定し、課税する。
・軽自動車税賦課事務に係るものとして、賃金、消耗品費、燃料費、印刷製本費、通信運搬費を予算計上している。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
28年度 29年度 30年度 31年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
霧島市内に定置場を有する原付バイク
、軽自動車等の所有者

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
所有実態や車種に応じた適切な課税
がなされる

忘失等により登録を抹消した原付バイク等の
数

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

28年度 29年度 30年度 31年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

税に関する法律、条例等は毎年改正されており
、各種研修会や関連書籍等を通じた研究が欠
かせない。加えて、税目は多岐にわたり、税務
課職員が各自で担当している税目以外につい
ても、一定程度の知識を習得しておく必要があ
る。税金のなかでも市民にとって最も身近である
地方税については、その関心も高く、市民から
の問い合わせや議会での質問も多い。
また、課税資料等を保存しておく必要があること
から、事務の執行においては消耗品費が嵩む
が、経費節減に努めなければならない。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成29年度の実績及び成果

（１）平成29年度の実績（取組） （２）平成29年度の成果

【軽自動車税賦課事務】
・各種申告の受付および入力（件数は上記の通り）　
・課税台数　65,312台　　調定額　426,029,000円
・賃金等については軽自動車税賦課業務係るものとして支出。
・農耕車の標識取り付け義務や課税保留の基準などについて、適宜市
報およびホームページへ掲載した。

【軽自動車税賦課事務】
・各種申告の受付および入力によって、適正な課税を行なうことが
できた。
・賃金等については、軽自動車税賦課業務係るものとして支出する
ことで、効率的な業務を行うことができた。
・市報等で情報発信したことで、課税について住民の理解を高める
ことができた。
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0102020207010104 軽自動車税賦課事務
総務部

税務課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

市報やホームページを活用し軽自動車税課税の内容（重課課税・グリーン化特例）を掲載することで、市民に周知し理解を図る。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？ 　適正な課税を行なうことで納税者の理解を得やすくするため、収
納率の向上につながるので結びついている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？ 　地方税法および市税条例で定められており、市財源を確保し健

全な行政運営を図るためにも、必要不可欠な事業である。
 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 　現在、軽自動車検査協会から毎月2回に分けて紙ベースで申告
書が送られてくるが、データーでの情報の受け渡しが可能となれ
ば成果も上がると考える。
軽自動車検査協会、鹿児島県内の市町村と連携をとり、情報のデ
ータ化を検討する必要がある。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？ 　地方税法および市税条例で定められており、また市財源を確保
し健全な行政運営を図るためにも、休止廃止はできない。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ 　事業費の主な部分は、通信運搬費および人件費であり、削減は

不可能である。
また、適正な課税を行うため納税者の追跡・案内（死亡・転出等）
の通知等欠かせない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　主な担当職員は1名しかおらず、2名の臨時職員を雇用すること
で事業が成立している状況である。これ以上の人件費の削減は業
務に支障をきたし不可能である。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？ 　法に課税客体や納税義務者が規定されており、それらの規定に

従い申告又は廃車届がなされ、納税義務者を特定し、課税してい
るので公正である。 公平・公正である

 見直す必要がある　

（1）平成31年度の事
務事業の改革改善
の方向性

（２）平成30年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成31年度の方
向性
（具体的な取組）

自動車取得税に代わり軽自動車税環境性能割が導入される予定であり、当分の間県が賦課徴収するとのことである。事務遂行が
スムースに実施できるようスケジュール等検討する。
課税情報のデーター化に向けて、軽自動車協会や鹿児島県内の市町村と連携を取る。

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0102020207010104 軽自動車税賦課事務
担当部 総務部

担当課 税務課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 2,091 2,054 2,054

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 734 761 761

153 161 161

21 10 10

0 0

560 590 590

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 3,642 3,560 3,560

3,642 3,560 3,560

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 500 545 545

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

6,967 6,920 6,920

0 0

0 0

0 0

0 0

6,967 6,920 6,920

計 6,967 6,920 6,920

当初予算 7,119 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 7,119 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成29年度　（決算） 平成30年度　（当初予算） 平成31年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成29年度補正・流用状況 平成29年度特定財源内訳

平成29当初予算には平成28年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0102020207010105 事務事業名 個人市民税賦課事務
担当部 総務部

担当課 税務課

政策名 07 新たな行政経営によるまちづくり 担当課長 西田　正志

施策名 01 健全な財政運営の推進 グループ 市民税グループ

基本事業名 01 歳入の確保 内線番号 1372

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ■ Ｓ 25 年度～）

項 02 徴税費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 賦課徴収費 根拠法令・条例等 地方税法、霧島市税条例等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

申告受付および課税資料の入力 件 32,864 33,000 32,553 33,000 33,000

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

個人市県民税の課税者 課税者数 人 55,720 55,500 56,891 55,500 56,000

家屋敷課税者数 人 356 400 334 400 400

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

確定申告等来場者数 人 11,066.0 12,000.0 10,773.0 12,000.0 11,000.0

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

債務を確実に履行してもらう 収納率（市税） ％ 96 93 96

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 26,099 26,718 15,703 27,672 27,617

千円 26,099 26,718 15,703 27,672 27,617

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 26,099 26,718 15,703 27,672 27,617

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成30年度 （平成29年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

・市民税賦課期日（毎年1月1日）現在における個人市民税の納税義務者を把握し、市広報等により申告が必要となる者へ周知し、2月より約2カ月
間、市内数ヶ所に会場を設け申告受付を行う。申告書及び各事業所から提出された給与支払報告書等の賦課資料を基に、所得内容・所得控除額
等を精査し、5～6月に賦課額を決定し納税通知書を発送する。課税保留となっている者に対し、事後調査を実施する。また、市内に事務所・事業
所又は家屋敷を有する個人で市内に住所を有しない人については、家屋敷税を課税する。
【その他事務】
・個人市県民税賦課事務に係るものとして、賃金などを予算計上している。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
28年度 29年度 30年度 31年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ
市内に事務所等又は家屋敷を有する
個人で市内に住所を有しない人

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
適切な申告に基づいた適切な課税が
なされる。

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

28年度 29年度 30年度 31年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

税に関する法律、条例等は毎年改正されており
、各種研修会や関連書籍等を通じた研究が欠
かせない。加えて、税目は多岐にわたり、税務
課職員が各自で担当している税目以外につい
ても、一定程度の知識を習得しておく必要があ
る。
とりわけ、市民にとって最も身近な税金である地
方税については、その関心も高く、市民からの
問い合わせや議会での質問も多い。
また、課税資料等を残しておく必要があることか
ら、事務の執行においては消耗品費が嵩むが、
経費節減に努めなければならない。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成29年度の実績及び成果

（１）平成29年度の実績（取組） （２）平成29年度の成果

【個人市民税賦課事務】
・平成29年度市民税課税者　56,891名　　5,035,092,101円
・平成30年度課税に向けて申告受付や給与支払報告書等の整理を行い
、賦課決定に備えた。
【その他事務】
・賃金等については、個人市県民税賦課事務に係るものとして支出。

【個人市民税賦課事務】
・前年度の継続業務によって平成29年度の税収を得ることができた。
・申告受付等の実施することで、平成30年度課税に向けた準備をすること
ができた。
【その他事務】
・賃金等については、個人市県民税賦課事務に係るものとして支出する
ことで、効率的な業務を行なうことができた。
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0102020207010105 個人市民税賦課事務
総務部

税務課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

☐

■

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？ 　適切な課税を行なうことで納税者の理解を得やすくなるり、収納
率の向上につながるため、結びついている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？ 　地方税法及び市税条例で定められており、市財源を確保し健全

な行政運営を図るためにも、市が本事業を実施することは妥当で
ある。 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 　未申告者の解消、研修のさらなる充実や繁忙期の職員の増員が
可能となれば、成果向上の余地はある。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？ 　地方税法及び市税条例で定められており、市財源を確保し健全
な行政運営を図るためにも、必要不可欠な事業である。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ 必要最低限の事業費であり、これ以上の削減は課税業務に支障

をきたす。削減は不可能である。
 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　Ｈ２７年度に一人減となっており、必要最低限の職員数、事業費
であり、これ以上の削減は課税業務に支障をきたす。削減は不可
能である。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？ 　未申告者をなくし、より公平・公正な課税を行なう必要がある。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（1）平成31年度の事
務事業の改革改善
の方向性

（２）平成30年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

・研修等を通じ税に関する知識を高め、個々の申告受付時間及び入力作業時間の短縮を目指す。
・課税上の入力ミスをなくし、税に対する苦情等の説明責任を果たす。
・市民税（個人市県民税）も普通徴収・特別徴収担当と分けていたが、一本化をはかり合理的に業務遂行を検討する。

（３）平成31年度の方
向性
（具体的な取組）

・税務署や他市町村との連携を図り公平公正な賦課に努める。
・申告時期の受付業務の検討を行い、来場者・職員の負担軽減を図る。

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0102020207010105 個人市民税賦課事務
担当部 総務部

担当課 税務課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 5,028 8,677 8,677

8 0 0

9 0 7 7

10 0 0

11 1,397 3,211 3,261

944 1,072 1,072

7 10 10

0 0

392 2,119 2,119

0 0

54 10 60

0 0

0 0

0 0

12 5,008 6,021 6,021

4,972 6,009 6,009

0 0

0 0

36 12 12

13 2,036 7,195 7,195

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 269 156

19 2,226 2,292 2,292

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 8 0 8

28 0 0

15,703 27,672 27,617

0 0

0 0

0 0

0 0

15,703 27,672 27,617

計 15,703 27,672 27,617

当初予算 26,718 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 26,718 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成29年度　（決算） 平成30年度　（当初予算） 平成31年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成29年度補正・流用状況 平成29年度特定財源内訳

平成29当初予算には平成28年度からの繰越分を含む

6



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0102020207010106 事務事業名 法人市民税賦課事務
担当部 総務部

担当課 税務課

政策名 07 新たな行政経営によるまちづくり 担当課長 西田　正志

施策名 01 健全な財政運営の推進 グループ 市民税グループ

基本事業名 01 歳入の確保 内線番号 1372

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ■ Ｓ 25 年度～）

項 02 徴税費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 賦課徴収費 根拠法令・条例等 法人税法、地方税法、霧島市税条例

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

申告書入力件数 件 3,827 3,800 3,945 3,800 3,900

申告案内発送件数 件 3,627 3,600 3,755 3,600 3,800

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

法人数 件 2,706 2,700 2,768 2,700 2,700

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

申告件数 件 3,827.0 3,800.0 3,945.0 3,800.0 3,900.0

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

債務を確実に履行してもらう 収納率 ％ 96 93 96

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 411 487 268 465 465

千円 411 487 268 465 465

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 411 487 268 465 465

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成30年度 （平成29年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

【法人市民税賦課事務】
①申告書等の送付
毎月、申告期限の到来する法人に対して申告期限前に申告書・納付書・税率表等を送付する。
②申告書等の受付事務
法人から申告のあった確定・中間・予定・更正の請求・異動申告書等について、内容を精査し、受け付けた申告書をシステム入力する。また、県税
課から提供される情報をもとに、申告が適切になされているかどうか確認する。
③未申告法人調査
申告納税制度の趣旨から、確定申告書の提出期限から一定期間以上経過しても申告の行われていない法人に対して、未申告通知を発送し、現状
把握に努めるとともに申告書の提出を促す。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
28年度 29年度 30年度 31年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア
市内に事務所、事業所、寮などを有す
る法人

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
適切な申告に基づいた適切な課税が
なされる。

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

28年度 29年度 30年度 31年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

平成26年度税制改正に伴い、地域間の税源の
偏在性を是正し、財政力格差の縮小を図るため
、法人住民税法人税割の一部を国税化し、地
方交付税の原資とする「地方法人税（国税）」が
創設された。これに伴い、地方税法の一部が改
正され、本市においても平成26年10月1日以後
に開始する事業年度分から法人市民税の法人
税割の税率14.7％から12.1％に引き下げること
となった。。
　また、平成３１年１０月１日以後に開始する事
業年度から12.1％を8.4％になる予定である。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成29年度の実績及び成果

（１）平成29年度の実績（取組） （２）平成29年度の成果

【法人市民税賦課事務】
・平成29年度法人市民税　
申告件数　　3,945件　調定額　1,713,794,700円　
【その他事務】
・消耗品費等については、法人市民税賦課事務に係るものとして支出。

【法人市民税賦課事務】
・申告書等を精査し、適正な課税を行なうことができた。
・申告期限が過ぎても申告のない法人に対して、未申告通知を送付した
ほか、税務署での閲覧申請（法人税申告書・決算書等）や現地調査を通
じて、法人の現状把握ができた。
【その他事務】
・消耗品費等については、法人市民税賦課事務に係るものとして支出す
ることで、効率的な業務を行うことができた。
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0102020207010106 法人市民税賦課事務
総務部

税務課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

☐

■

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？ 法人市民税は、申告納税制度に基づくものであることから、納税
義務者自らが税額を算定し、所定の期日までに適切に申告をする
ためには、申告書等の事前送付や未申告案内の送付は適切な申
告に必要なことであり、早期の税収の確保や収納率の向上につな
がる。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？ 　地方税法及び市税条例で定められており、市財源を確保し健全

な行政運営を図るためにも、市が本事業を行うことは妥当である。
 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 　未申告法人の解消を図ることにより、成果を向上する余地はある
程度ある。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？ 　地方税法及び市税条例で定められており、市財源を確保し、健
全な市政運営を図るためにも、必要不可欠な事業である。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ 　必要最低限の事業費であり、これ以上の削減は課税業務に支

障をきたす。削減は不可能である。
 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　適正な課税を実施するために必要な人件費であり、これ以上は
削減できない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？ 　未申告法人をなくし、より公正な課税を行なう必要がある。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（1）平成31年度の事
務事業の改革改善
の方向性

（２）平成30年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

税務署や他自治体の機関と連携を行い関係資料の閲覧や現地調査を通じて公平公正な課税を行う。
課税上の入力ミスをなくし、苦情等に対する説明責任を果たす。

（３）平成31年度の方
向性
（具体的な取組）

期限内に適切な申告を行われるよう、対象法人の把握や申告案内の発送を行うほか、申告書等を精査し、適正な課税を行う。
未申告法人に対しては、税務署と連携を図り現地調査に行い公平公正な課税に努める。

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0102020207010106 法人市民税賦課事務
担当部 総務部

担当課 税務課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 42 158 158

42 70 70

0 0

0 0

0 88 88

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 226 307 307

226 307 307

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

268 465 465

0 0

0 0

0 0

0 0

268 465 465

計 268 465 465

当初予算 487 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 487 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成29年度　（決算） 平成30年度　（当初予算） 平成31年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成29年度補正・流用状況 平成29年度特定財源内訳

平成29当初予算には平成28年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0102020207010110 事務事業名 固定資産評価替事務
担当部 総務部

担当課 税務課

政策名 07 新たな行政経営によるまちづくり 担当課長 西田　正志

施策名 01 健全な財政運営の推進 グループ 固定資産税グループ

基本事業名 01 歳入の確保 内線番号 1382

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ☐ H 年度～）

項 02 徴税費 ■ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 賦課徴収費 根拠法令・条例等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

評価業務委託 千円 56,732 33,264 33,264 33,000 55,070

鑑定業務委託 千円 30,246 - - - 31,675

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

課税対象となるべき土地 筆数 ㎡ 451,333 452,000 452,639 453,000 453,000

課税対象となるべき家屋 評価棟数 棟 90,843 91,000 91,445 91,000 91,000

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

評価の見直し 課税達成率 ％ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

債務を確実に履行してもらう 収納率（市税） ％ 96 93 98

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 86,979 33,264 33,264 40,060 86,745

千円 86,979 33,264 33,264 40,060 86,745

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 86,979 33,264 33,264 40,060 86,745

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成30年度 （平成29年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

H27 H29

地方税法第409条

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　地方税法の規定により、固定資産税及び都市計画税の課税基礎となる評価額が時価又は物価変動に比して妥当なものとなるよう３年毎に、土地
については、不動産鑑定士への業務委託により、各区域ごとに実例売買価格の調査や標準宅地の鑑定を行い土地の評価額を算出する。家屋に
ついては、国の定めた評価基準に基づき、既存の家屋は物価の変動による補正率や経年による劣化の補正率を乗じて算出し、新増築家屋は、屋
根・外壁・基礎などの部分別の評価額を合算して1棟としての評価額とする。
　また、これらの評価法により算出した結果をデータ化し、航空写真・地番図・住居表示・路線価・状況類似及び標準地・地目及び画地・家屋異動な
どの課税情報と共に税務地図情報システムに登載し、固定資産評価業務に活用している。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
28年度 29年度 30年度 31年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

28年度 29年度 30年度 31年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　地方税法第409条の規定により、市町村は基
準年度から第3年度までの土地又は家屋の評価
を行わなければならない。納税者の「税」に対す
る関心は年々高まっており、その問合せに対す
る説明は１筆１棟の評価について、より詳しい説
明を求められるようになっている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成29年度の実績及び成果

（１）平成29年度の実績（取組） （２）平成29年度の成果

　これまで501地区の状況類似地区を495地区へ見直し行った。また497
地点について不動産鑑定評価を行った。
　平成28年11月現在の航空写真を撮影し、地図情報システムへ反映さ
せた。

　大規模開発や区画整理など街並みの変化に伴う状況類似地区の統廃
合を行うことや、航空写真を利用することで、効率的な評価替業務を行う
ことができた。また不動産鑑定を行うことにより路線価付設や評価に反映
させることができ、適正な評価替業務ができた。
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0102020207010110 固定資産評価替事務
総務部

税務課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

☐

■

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

☐

■  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
　歳入の確保、特に一般財源としての市税の確保には課税と徴収
が重要な要素を占めているものと考える。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

　地方税法および市税条例で定められており、市財源を確保し健
全な行政運営を図るためにも、市が本事業を行うことは妥当である
。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
　非課税物件や法律に規定された免点未満の物件以外は土地・
家屋共に100％課税される事からより以上の向上余地はないものと
思われる。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
　本事務を廃止すると、土地、家屋の適正な評価額を得ることがで
きなくなり、賦課ができなくなる。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　事務事業の手段の見直しによる改善は従来から行ってきており、
削減できるものはその都度削減しているので削減の余地はない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　新任の職員に対する評価業務に関する指導や実務担当者間の
情報共有により円滑に評価替え業務を行うことにより人件費を削
減することはできる。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

　本事業は市内に資産を所有されている方のみが対象ではあるが
、税額の算定のための事務であり、受益という概念には該当しない
。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　また、公平性という点では、
課税対象物件の全てに課税が行われていることから確保されてい
ると考える。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（1）平成31年度の事
務事業の改革改善
の方向性

（２）平成30年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

　土地評価については、地価の動向から時点修正について検討し、下落率を適用させる場合は用途地区や状況類似類似地区の
状況を考慮したうえで、適正に地価の変動を反映させる。また家屋については、課税賦課業務と併せて新たに平成21年以降の全
棟調査以降の調査データを地図システムにリンクさせる作業を行う。

（３）平成31年度の方
向性
（具体的な取組）

　土地評価については、平成３３年度評価替に向けた不動産鑑定を行い、鑑定士と調整や地価公示地との検証など地価形成要
因調査を行う。また家屋評価については、建築物の増築や滅失の確認作業を図るため３年に一度の航空写真撮影を行い、課税
業務に活用する。

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0102020207010110 固定資産評価替事務
担当部 総務部

担当課 税務課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 33,264 40,060 86,745

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

33,264 40,060 86,745

0 0

0 0

0 0

0 0

33,264 40,060 86,745

計 33,264 40,060 86,745

当初予算 33,264 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 33,264 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成29年度　（決算） 平成30年度　（当初予算） 平成31年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成29年度補正・流用状況 平成29年度特定財源内訳

平成29当初予算には平成28年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0102020207010112 事務事業名 入湯税賦課事務
担当部 総務部

担当課 税務課

政策名 07 新たな行政経営によるまちづくり 担当課長 西田　正志

施策名 01 健全な財政運営の推進 グループ 市民税グループ

基本事業名 01 歳入の確保 内線番号 1372

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ■ Ｓ 25 年度～）

項 02 徴税費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 賦課徴収費 根拠法令・条例等 地方税法、霧島市税条例

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

申告受付および課税資料の入力、確認（廃業者を含む） 件 912 950 871 950 950

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

特別徴収義務者 特別徴収義務者数 件 76 80 73 80 80

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

未申告事業所数 件 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

債務を確実に履行してもらう 収納率（市税） ％ 96 93 96

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 36 49 48 40 40

千円 36 49 48 40 40

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 36 49 48 40 40

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成30年度 （平成29年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

【入湯税賦課事務】
・浴場を経営する事業者（特別徴収義務者）に入湯税に関する申告書を提出させ、入力後に賦課をし、納入させる。
①特別徴収義務者は当月分を翌月１５日までに申告書を提出し納付する。
②宿泊施設や休憩施設を有する鉱泉浴場の経営を開始した場合、市へ経営開始届を提出する。また、休業や廃止した場合は市へ連絡する。
【その他事務】
・入湯税賦課事務に係るものとして、印刷製本費を予算計上している。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
28年度 29年度 30年度 31年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
適切な申告に基づいた適切な課税が
なされる。

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

28年度 29年度 30年度 31年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

目的税であるため、税の使われ方に納税者・特
別徴収義務者（一般公衆浴場事業者）の強い
関心がある。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成29年度の実績及び成果

（１）平成29年度の実績（取組） （２）平成29年度の成果

【入湯税賦課事務】
・入湯税に関する事務内容を対象事業所に周知。
・申告書の提出がなかった事業所への催告。
【その他事務】
・印刷製本費については、入湯税賦課事務に係るものとして支出。

【入湯税賦課事務】
・入湯税に関する事務内容を対象事業所に周知したことで、入湯税に対
する事業者の理解を深めることができた。
・申告書の提出がなかった事業所へ催告をしたことで、申告漏れを防ぐこ
とができ、より公平な課税を図ることができた。
【その他事務】
・印刷製本費については、入湯税賦課事務に係るものとして支出。
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0102020207010112 入湯税賦課事務
総務部

税務課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

☐

■

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？ 適正な賦課を行うことで納税者の理解を得やすくするため、収納
率の向上につながるので、結びついている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？ 　地方税法及び市税条例で定められており、目的税であるため市

財源を確保し、健全な行政運営を図るためにも、必要不可欠な事
業である。 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 　申告・納付が適正に実施されているため。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？ 　地方税法及び市税条例で定められており、市財源を確保し健全
な行政運営を図るためにも、必要不可欠な事業である。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ 　最低限の事業経費であり、これ以上の削減は課税業務に支障を

きたす。削減は不可能である。
 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　適正な課税を実施するために必要な人件費であり、これ以上は
削減できない。
　なお、入湯税システムを平成２０年度から導入し、正確な課税情
報管理と事務軽減を図る。 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？ 　入湯税の納税義務者は、鉱泉浴場における入湯客であることか

ら、鉱泉浴場をもつホテル、旅館やゴルフ場などを地方税法に基
づき、入湯税特別徴収事業所と定め入湯者から徴収し市に納付し
てもらう。また、施設の開始や休業等がある場合は調査し対応する
。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（1）平成31年度の事
務事業の改革改善
の方向性

（２）平成30年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

申告が遅延する事業所があるため、これまで同様に申告促進のため催告強化に努める。
納税義務者の把握を行い、正しい申告納付の指導に努める。

（３）平成31年度の方
向性
（具体的な取組）

申告が遅延する事業所があるため、これまで同様に申告促進のため催告強化に努める。
観光協会や保健所等調査したり、休業･廃止に伴う現地調査をし正確な納税義務者の把握に努める。

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0102020207010112 入湯税賦課事務
担当部 総務部

担当課 税務課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 48 40 40

0 0

0 0

0 0

48 40 40

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

48 40 40

0 0

0 0

0 0

0 0

48 40 40

計 48 40 40

当初予算 49 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 49 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成29年度　（決算） 平成30年度　（当初予算） 平成31年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成29年度補正・流用状況 平成29年度特定財源内訳

平成29当初予算には平成28年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0102020207010117 事務事業名 固定資産税賦課事務
担当部 総務部

担当課 税務課

政策名 07 新たな行政経営によるまちづくり 担当課長 西田　正志

施策名 01 健全な財政運営の推進 グループ 固定資産税Ｇ

基本事業名 01 歳入の確保 内線番号 1381

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ■ H S25 年頃～）

項 02 徴税費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 賦課徴収費 根拠法令・条例等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

課税面積 ㎡ 327,500,000 327,500,000 391,347,258 327,500,000 327,500,000

棟数 90,843 91,000 90,961 91,000 91,000

納税義務者数（償却資産（個人＋法人）） 人 1,700 1,750 1,814 1,750 1,750

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

固定資産税 税額 百万円 7,550 7,500 7,400 7,000 7,000

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

税収の確保 収納率 ％ 98.0 98.5 98.7 99.0 99.0

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

債務を確実に履行してもらう 収納率（市税） ％ 96 93 96

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 7,322 10,577 7,694 9,887 9,887

千円 7,322 10,577 7,694 9,887 9,887

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 7,322 10,577 7,694 9,887 9,887

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成30年度 （平成29年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

地方税法第342条

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　土地：毎年、１月１日現在、市内の土地を所有する方に対し固定資産税を賦課する。また、年度中の土地の変更（分筆、合筆、地目変更等）を現
地調査や登記済通知書を基に把握し課税情報の修正を行う。
　家屋：毎年、１月１日現在、市内に所在する課税対象家屋を把握し固定資産税を賦課する。また、表示登記や建築確認申請等により新規課税対
象家屋を把握し、現地調査を実施した後、家屋評価システムにて評価額を算出し決済後評価額を決定賦課する。
　償却資産：保健所及び税務署において事業所の情報（新規・継続・廃止等）を収集し、該当する事業所宛に12月初旬に償却資産申告書を送付す
る。申告書を基に税額（償却資産分）を算出し、決裁後評価額を決定賦課する。
　当事務事業で計上するのは事務費、大幅な土地の下落が発生した場合に対応できるよう鑑定委託料、課税評価システム保守委託料並びに機器
賃借料である。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
28年度 29年度 30年度 31年度

ア

イ 課税対象家屋(木造・非木造）

ウ

 ③ 対象指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

28年度 29年度 30年度 31年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

28年度 29年度 30年度 31年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　賦課事務については、担当職員のスキルを高
め公平公正な課税に努めているが、近年、市民
の皆様のご意見・ご要望が多様化し、評価額の
算定根拠や家屋の経年原点補正率等より詳し
い説明を求められるようになってきている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成29年度の実績及び成果

（１）平成29年度の実績（取組） （２）平成29年度の成果

　土地は市内451,000筆を超える土地の評価を行った。
　家屋は新増築家屋726棟の家屋調査と滅失家屋の現地調査を実施し、
300㎡以上の非木造家屋34棟は県と合同評価を行った。
　償却資産は総数で3,238件に及ぶ個人法人へ申告書を送付した。

　土地、家屋については市内全域を本庁5名、支所5名の各担当、償却
資産については本庁1名の担当者により評価や異動処理、申告書の送
付等の賦課事務を行った。
　償却資産については保健所・税務署での調査や現地調査を重ね法人
等へ申告書を送付し、過去の未申告者については催告を行った。
　平成30年度の評価替に向けた準備のため、賦課事務費の増額が予想
されたが、事務作業の見直し等により効率的な賦課事務に務められた。
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0102020207010117 固定資産税賦課事務
総務部

税務課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
　市内の固定資産の異動を把握し、適切な賦課事務を行うことに
より収納率が向上し、一般財源が安定して確保でき、市の財政状
況が健全な状態になるため、結びついている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

　地方税法及び市税条例で定められた事業であり、また、財源を
確保し健全な行政運営を図るためにも、市が本事業を実施するこ
とは妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
　外部へ委託できるものは委託し、職員の事務をスリムにして、勉
強や研修時間を増やし、多様化する市民の期待に応えられるよう
にすると市民の信頼を得ることができる。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
　地方税法第342条により実施しなければならない事業である。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　法律に沿った事務を行っている。事務改善については、常に実
行しており毎年、事務を繰り返すたびに改善を行っている。事業費
は委託料や賃借料が主なものであり削減の余地はない。
　 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　土地・家屋の評価業務をアウトソーシングすることにより削減でき
る。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

　市内の固定資産を所有するすべての納税義務者を対象としてお
り、公平・公正である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（1）平成31年度の事
務事業の改革改善
の方向性

（２）平成30年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

　職員の事務を効率的に行い、土地、家屋、償却、各担当によるミーティングの実施や研修内容の充実や情報を共有により、多様
化する市民の期待に答えられるようにする。また、死亡者賦課替えに伴う業務の流れを（賦課替えシステム）確立していきたい。

（３）平成31年度の方
向性
（具体的な取組）

　固定資産税の評価事務は非常に高い専門知識と経験が必要とされるため、研修会の受講等により職員のスキルアップを行うとと
もに説明能力の向上にも努めたい。また、評価替に向けて留意事項や改正点の把握に努め事務処理を行ってきた。地図情報シ
ステムの更新等を活用し課税客体の正確な把握に努めていきたい。
　償却資産については引き続き新規取得が予想される業者の把握と申告の周知に取り組み適正課税に努めたい。

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0102020207010117 固定資産税賦課事務
担当部 総務部

担当課 税務課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 1,229 1,155 1,155

246 208 208

0 0

0 0

983 947 947

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 4,468 4,496 4,496

4,462 4,483 4,483

0 0

6 13 13

0 0

13 518 2,658 2,658

14 1,479 1,578 1,578

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

7,694 9,887 9,887

0 0

0 0

0 0

0 0

7,694 9,887 9,887

計 7,694 9,887 9,887

当初予算 10,577 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 10,577 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成29年度　（決算） 平成30年度　（当初予算） 平成31年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成29年度補正・流用状況 平成29年度特定財源内訳

平成29当初予算には平成28年度からの繰越分を含む
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